
 
 

 

2024年５月 30日 

各 位 

会 社 名 株式会社ＲＯＢＯＴ ＰＡＹＭＥＮＴ 

代表者名 代表取締役 清久 健也 

 （コード：4374、東証グロース） 

問合せ先 取締役 久野 聡太 

 （TEL．03－5469－5787） 

 

 

主要株主及び主要株主である筆頭株主の異動（予定）及び 

公開買付けに準ずる行為として政令で定める買い集め行為に関するお知らせ 

 

2024 年５月 30 日付けで、下記の通り、当社の主要株主、主要株主である筆頭株主に異動が生じる予定とな

りましたので、お知らせいたします。この株式取得は議決権ベースで５％以上の取得となり、金融商品取引法

第 167条第１項及び同法施行令第 31条に規定する「公開買付けに準ずる行為として政令で定める買集め行為」

に該当するためお知らせいたします。 

 

本資料は、当社による有価証券上場規程に基づく開示であるとともに、ＫＫキャピタル株式会社

（株式取得者）が当社（本買集め行為の対象会社）に行った要請に基づき、金融証券取引法施行令第

30 条第 1 項第 4 号に基づいて行う公表を兼ねています。 

 

 

１． 異動が生じる経緯 

当社主要株主である筆頭株主清久 健也（当社代表取締役）より、2024 年５月 30 日付けにて、清久氏

が保有する株式の一部を清久氏の資産管理会社であるＫＫキャピタル株式会社へ譲渡する予定である旨

の報告を受けたことによるものです。なお、今回の異動により清久氏は主要株主である筆頭株主に該当し

なくなりますが、引き続き当社の支配株主かつ主要株主であります。 

 

２． 異動する株主の概要 

(1) 主要株主である筆頭株主に該当することになる株主の概要 

① 名称 ＫＫキャピタル株式会社 

② 本店所在地 東京都千代田区九段南一丁目５番６号 

③ 代表者の役職・指名 代表取締役 清久 健也 

④ 主な事業内容 資産管理 

⑤ 資本金の額 100万円 

 

 

(2) 主要株主である筆頭株主に該当しなくなる株主の概要 

① 氏名 清久 健也 

② 住所 東京都港区 

③ 当社との関係 当社代表取締役 

 

  



３． 異動前後における当該株主の所有する議決権の数（所有株数）及び総株主の議決権の数に対する割合 

(1) ＫＫキャピタル株式会社 

 議決権の数 

（所有株式数） 

総株主の議決権の数に対

する割合 

大株主順位 

異動前 

（2024年３月 31日現在） 

3,300 

（330,032） 

8.78％ 第２位 

異動後 11,300 

（1,130,032） 

30.07％ 第１位 

 

(2)清久 健也 

 議決権の数 

（所有株式数） 

総株主の議決権の数に対

する割合 

大株主順位 

異動前 

（2024年３月 31日現在） 

15,898 

（1,589,864） 

42.30％ 第１位 

異動後 7,898 

（789,864） 

21.01％ 第２位 

（注）１．2024年３月 31日現在の発行済株式総数 3,761,566株 

   ２．議決権所有割合は、2024 年３月 31 日現在の総議決権数 37,585 個（自己株式分１個を除く）

に基づき算出しています。なお、同割合は、小数点以下第三位を四捨五入しております。 

３．大株主順位は 2024年３月 31日現在の株主名簿を基準として当社が推定したものを記載して

おります。 

４． 異動予定年月日 

2024年５月 30日 

 

５． 今後の見通し 

 ＫＫキャピタル株式会社は、安定株主として長期保有する予定である旨の報告を受けております。また、当

該異動による当社の経営体制及び業績への影響はありません。 

 

以 上 

  



（別添） 

2024年５月 30日 

各 位 

会 社 名 ＫＫキャピタル株式会社 

代表者名 代表取締役 清久 健也 

  

 

 

株式の取得（予定）に関するお知らせ 

 

当社は、下記の通り、2024 年５月 30 日付けで、株式会社ＲＯＢＯＴ ＰＡＹＭＥＮＴの株式を取得するこ

とを決定いたしました。 

なお、本件取得は、金融商品取引法第 167 条第１項及び同法施行令第 31 条に規定する「公開買付けに準

ずる行為として政令で定める買集め行為」に該当いたしますので、下記の通りお知らせ申し上げます。 

 

記 

 

取得に関する事項の内容 

1. 銘柄コード 4374 

2. 銘柄名 株式会社ＲＯＢＯＴ ＰＡＹＭＥＮＴ 

3. 買付日（予定日） 2024年５月 30日 

4. 取得株式数 800,000株 

5. 総株主の議決権の数に対する割合 21.29％ 

以上 

 

 


